
103万円の壁

160万円の壁の意味がわかる

特定親族特別控除の意味、

扶養控除との違いがわかる

所得控除の変更がわかる



第1章 年収160万円の壁とは？

令和 7 年度税制改正により、パートが非課税となる「年収 103 万円の壁」は「年収 160 万円の壁」
に引き上げられました。
これはどういうことなのか、そして、経理の現場でどのように影響があるのかを確認しましょう。

「年収 160 万円の壁」への引き上げの背景と中身を確認

そもそも長年定着していた「年収 103 万円の壁」がなぜ「年
収 160 万円の壁」に引き上げられたのでしょうか。背景には、
円安などに伴う物価高と企業の人手不足にあります。

物価高になると誰もかれもが働いて収入を増やそうとします。
パート主婦もしかりです。しかし夫の扶養から外れるのを彼女
たちは嫌がります。
そのため、年末近くになると就業調整するのが恒例でした。こ
れでは人手不足は解消されませんし、
世帯の収入も増えません。
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第1章 年収160万円の壁とは？

年収160万円の壁の内訳は「基礎控除」「基礎控除の上乗せ」「給与所得控除」の3つから成っています。

年収の壁が
「103万円→ 160万円」
になったのは
次の3つが要因です。

1.基礎控除額の引き上げ

2.基礎控除の上乗せ制度の創設

3.給与所得控除の
最低保障額の引き上げ
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第1章 年収160万円の壁とは？

1．基礎控除の引き上げ

基礎控除は令和2年分から基本的に
48万円でした。

しかし令和7年分以降、これが58万円と
なります。
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第1章 年収160万円の壁とは？

■基礎控除の引き上げにより所得制限も増えた

「年収160万円の壁」だけなら
「これまでの基礎控除が48万円→ 58万円になった」
だけでいいのですが、所得の高い層はちょっと大変です。
というのも、この引き上げにともない、所得制限の枠が 
1つ増えたからです。

これまでの基礎控除は
「合計所得金額2400万円を超えると徐々に控除額が減
り、2500万円超だと控除額が0円」でした。
令和7年からは
「合計所得金額2350万円を超えると
徐々に控除額が減り、2500万円超だと控除額が0円」
となります。

いずれにしても「稼げば稼ぐほど基礎控除がなくなり税
負担が増える」わけです。
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第1章 年収160万円の壁とは？

2. 基礎控除の上乗せ制度の創設

令和 7 年分の所得税で新たに始まった制
度です。

一定の所得額以下である場合には、
1の基礎控除に追加の基礎控除が加算さ
れることとなりました。

所得の少ないパート・バイトについては
一律37万円の上乗せです。
これは令和7年以降、続きます。



7

第1章 年収160万円の壁とは？

■基礎控除の上乗せ、所得 132 万円超は「気休め」

基礎控除の上乗せを細かく見ると、表のようになります。
令和7年・8年に限っては、給与年収が850万円以下とそれなりの給与を受け取っている人も基礎控除の
上乗せがあります。しかし、令和 9 年以降、給与年収 200 万円を超えたあたりから上乗せは0 円となりま
す。つまり、低所得者層以外への基礎控除の上乗せは 2 年間限定なのです。

上乗せのしくみで混乱したら「給与年収 200 万円超の上乗せ措置は 2 年間だけの気休め」と考えると覚
えやすい気がしますが、いかがでしょうか。
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第1章 年収160万円の壁とは？

3. 給与所得控除の最低保障額の引き上げ

給与所得控除の最低保障額も
令和 2 年分から 55 万円でした。
これが令和 7 年分以降、65 万円となり
ます。

なお、改正となったのは
「給与所得控除の最低保障額のみ」
です。

これより上の給与所得控除に変更はあり
ません。
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第1章 年収160万円の壁とは？

■最低保障額の対象が広がった
「最低保障額が 55 万円から65 万円に引き上げられた」というと、これまでの 55 万円の
給与所得控除の層だけが対象かのように聞こえます。
しかし実は今回、最低保障額の対象となる給与年収が広がりました。

これまでは給与年収 162 万 5000 円以下のみが最低保障額の対象でしたが、令和 7 年分からは給与
年収 190 万円以下が最低保障額の対象となりました。
令和 7 年以降、パート・バイトで多めに稼いでいる人の税負担が少しだけ、軽くなるかもしれません。

引用元：令和７年度税制改正による 所得税の基礎控除の見直し等について
（源泉所得税関係）（令和 7 年 4月）｜国税庁
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第1章 年収160万円の壁とは？

「年収 160 万円の壁」対応時期

経理の現場が年収 160 万円の壁に対応しなくてはならないのは、次の 2 つの場面です。
1 つは年末調整、もう 1 つは月々の源泉徴収となります。

●年末調整
年末調整は令和 7 年分から対応します。
つまり、今年の年末調整から新しい制度に対応しなくてはなりません。

●月々の源泉徴収
毎月の給与や年 2 回の賞与では、企業が役員や従業員の給与や賞与から所得税を天引きし、
本人の代わりに税務署に納めています。この天引きを「源泉徴収」と言います。
源泉徴収する所得税の計算で 160万円の壁に対応するのは令和 8 年 1 月 1 日以降
支給される給与等からです。
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第1章 年収160万円の壁とは？

「年収 160 万円の壁」対応時期

■注意点

「年収 160 万円の壁」はあくまで「パートやバイトで働いている人に所得税がかからない」という意
味です。

パート主婦を扶養している夫やバイトしている子を扶養している親は
配偶者控除や扶養控除を受けられなくなります
（ただし配偶者特別控除や特定親族特別控除で対応は可能）。

また社会保険の扶養が外れたり、住民税が課税されたりする可能性があります。



第2章 新制度！特定親族特別控除とは？

令和 7 年分以降の年末調整や月々の源泉徴収で注意すべきなのは 160 万円の壁だけではありませ
ん。新たに登場した「特定親族特別控除」も知っておく必要があります。

特定親族特別控除とは？創設の背景を確認

特定親族特別控除のイメージをざっくり解説すると「大学生相当の年齢の
子が多少稼ぎすぎても親は一定額の控除を受けられる」というものです。
ただ、実際の内容は、年齢や所得額で細かく決まっています。
なぜこのような制度が新しく作られたのでしょうか。

それは、企業の人手不足を解消するためです。
パート主婦と同じく、大学生のバイトもこれまで「103 万円の壁」に縛られ
ていました。稼ぎすぎると親が63 万円の控除を受けられなくなってしま
います。そのため、年末近くになると就業調整を行っていました。結果、企
業の人手不足が解消しなかったのです。そこで政府は新たに特定親族特別
控除という制度を設け、大学生相当の子がバイトで多少稼ぎすぎても、親
がこれまでと変わらず 63 万円控除を受けられるようにしたのです。
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第2章 新制度！特定親族特別控除とは？

要件

特定親族特別控除を受けるには次のすべての要件を満たすことが必要です。

1．控除を受ける所得者本人が居住者であること
 非居住者は対象外です。

2．所得者本人に扶養されている親族等がいること
 ここでいう「扶養されている親族等」とは、子とは限りません。次の人たちをいいます。

● 6 親等内血族
● 3 親等内姻族
● 里子（児童福祉法の規定で養育を委託された子）

そのため、役員や従業員の扶養しているのがおいやめい、孫であっても他の要件にも当てはまれば
特定親族特別控除を受けられるのです。
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第2章 新制度！特定親族特別控除とは？
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要件

3．所得者本人と生計を一にしていること

ここでいう「生計を一にする」は、わかりやすく言うと「同じ
お財布で生活をしている」ということになります。そのため、
一緒に暮らしていないといけないというものではありませ
ん。別居でもいいのです。ただし「親のお金で生活している」
ことが条件となります。

留学や寮生活ならば「親から仕送りがある」「月 1 回、また
はお盆や正月などで帰ってくる」であれば「生計が一であ
る」と考えていいでしょう。

第2章 新制度！特定親族特別控除とは？
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要件

4．扶養される親族等がその年の 12月31日時点で 19 歳以上 23 歳未満であること

「大学生相当の子がいる場合に、その子が多少稼ぎすぎても親が控除を受けられるようにする」とい
うのがこの制度の趣旨です。

そのため、年齢要件がその年の年末時点で 19 歳以上 23 歳未満となります。問われているのはあく
までも年齢です。そのため、親族等が専門学校生や無職でも、年齢要件と他の要件を満たせば、所得者
本人は控除を受けられます。

なお、年の途中で親族等が死亡した場合は死亡時の状況で判断します。

第2章 新制度！特定親族特別控除とは？
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要件

5．扶養される親族等の合計所得金額が 58 万円超 123 万円以下であること

従来の扶養控除の制度では対応できなかった層をカバーするのが、この制度の目的です。
そのため、扶養される子などの稼ぐ所得額は扶養控除の範囲で収まる子などの稼ぐ所得よりも多くな
くてはいけません。

そのため、扶養される側の所得額は 58 万円超 123 万円以下とされています。給与年収だと 123 
万円超188 万円以下です。

ただ、残念ながら、扶養される親族等の稼ぐ所得額が多ければ多いほど、控除額も減っていきます。
63万円の控除を受けられるのは、子など扶養される側の給与年収が 150 万円までの場合です。

「年収 160万円の壁」と混同して 155 万円、バイトで年収を稼いでしまうと、
親の控除額は 61 万円か 51 万円になってしまいます。

第2章 新制度！特定親族特別控除とは？
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要件
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要件

扶養控除とあわせてイメージ図にすると、次のようになります。

第2章 新制度！特定親族特別控除とは？
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要件

子などがバイトで稼いでいる場合、扶養控除の枠を超えて稼いでも親が 63 万円控除を受けられるの
は「子などの給与年収が150万円以下」です。それを超えると親が受けられる控除額は徐々に減ってい
きます。

「配偶者特別控除と似ている」と思っていただけるとイメージしやすいかもしれません。

なお、扶養する側の所得者本人に所得制限はありません 。

そのため、親の給与年収が 1900 万円でも5000 万円でも、これらの要件に当てはまれば、特定親
族特別控除を受けられます。

第2章 新制度！特定親族特別控除とは？
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要件

6．他の親族の年末調整などで特定親族特別控除の
対象となっていないこと

夫婦共働きに多いケースです。
夫が年末調整で子を特定親族とし、特定親族特別控除
を受けるなら、妻は特定親族特別控除を受けられません。
要は「家族がダブルで控除を受けるのはダメ」というこ
とになります。これは夫婦に限らず、他の親族との間で
も同じことが言えます。

また、対象となる子などが誰かの妻か夫であり、その妻
か夫が配偶者特別控除を受けるケースでも、親は特定親
族特別控除を受けられないこととなります。
この点でも「ダブル控除はダメ」なのです。

第2章 新制度！特定親族特別控除とは？



22

実施時期

経理の現場において、特定親族特別控除が影響するのは「年末調整」と「月々の源泉徴収」の 2 つの
場面です。実施時期は「年収 160 万円の壁」と同時期になります。次の通りです。

●年末調整
年末調整は令和 7 年分から対応します。つまり、今年の年末調整から特定親族特別控除に対応し

なくてはなりません。

●月々の源泉徴収
毎月の給与や年 2 回の賞与といった場面では、所得税が源泉徴収されます。

この源泉徴収する所得税の計算で特定親族特別控除に対応するのは
令和 8 年 1 月 1 日以降支給される給与等からです。
ただし、160 万円の壁と異なり「扶養親族等の数」という形で現れます。

具体的には「年末調整で扶養控除の対象になりそうな人＋特定親族特別控除で 63 万円控除を受
けそうな人」が源泉控除対象親族として、扶養親族等の数にカウントされることとなります。

第2章 新制度！特定親族特別控除とは？
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【源泉控除対象扶養親族とは】

所得者本人が扶養している人で、次のいずれかに当てはまる人です。
1．今年の年末調整で扶養控除の対象になる可能性の高い親族等
2．今年の年末調整で特定親族特別控除の対象になる可能性の高い親族等

１は
「扶養されている人が居住者ならば 16 歳以上で年の所得額が 58 万円以下に収まりそうな人」
「非居住者なら居住者の要件に加え①年齢が 30 歳未満②年齢が 70 歳以上③ 30 歳以上 70 歳
未満なら留学生・障害者・年 38 万円以上送金されている人のいずれか」
などとなります。

2は
「19 歳以上 23 歳未満で、年の所得額が 58 万円超 100 万円以内に収まりそうな人」
を言います。

このほかにも要件があります。くわしくは、国税庁のパンフレットの P7「源泉控除対象親族」をご確
認ください。

第2章 新制度！特定親族特別控除とは？
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実施時期

■注意点

特定親族特別控除は、留学などで国外にいる子などの親族等でも適用できます。
ただし、送金関係証明と親族関係証明が必要です。
詳しくはこちらの QR コードをご確認ください。

非居住者である親族について扶養控除等の適用を受ける方へ（令和 7 年 6月）

このほか
「バイトしている子などの親族等自身が親の社会保険の扶養から外れる」
「バイトしている子に住民税がかかる」
などの可能性があります。

第2章 新制度！特定親族特別控除とは？



第3章 所得控除の所得要件の変更

このほか、所得控除の所得要件も変更となりました。次の通りです。

配偶者（特別）控除

配偶者控除の要件の 1 つに
「所得者本人と生計を一にしている配偶者の合計所得金額が 48 万円以下」
というのがあります。

この合計所得金額の条件が「58 万円以下」に引き上げられました。
パート・バイトの給与年収だと 123 万円が上限となります。

また、配偶者特別控除は、要件の 1 つに「所得者本人と生計を一にしている配偶者の合計所得金額が
48 万円超」というのがあります。

これが「58 万円超」になりました。パート・バイトの給与年収だと「123万円超」となります。
ただし、上限額は変わらず「133 万円以下（給与年収 201 万 6000 円未満）」です。
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第3章 所得控除の所得要件の変更

扶養控除

扶養控除の要件の 1 つに
「所得者本人と生活を一にしている親族か里子、養護を委託されている老人の合計所得金額が 48 
万円以下」というのがあります。

この合計所得金額の条件が「58 万円以下」に引き上げられました。
パート・バイトの給与年収だと 123 万円が上限となります。

障害者控除

配偶者か扶養している親族が障害者である場合の所得要件が変わります。
従来、合計所得金額の要件は「48 万円以下」でしたが「58 万円以下」となりました。

「要件の変更は配偶者控除や扶養控除と連動する」と意識するとよいかもしれません。
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第3章 所得控除の所得要件の変更

ひとり親控除

ひとり親控除の要件の 1 つの
「所得者本人と生計を一にしている子の総所得金額等が 48 万円以下」というのがあります。

この条件が「58 万円以下」に引き上げられました。
パート・バイトの給与年収だと123 万円が上限となります。

寡婦控除（離婚）

寡婦控除（離婚）の要件の 1 つに「所得者本人と生計を一にしている子以外の親族等がいて、その親
族等の合計所得金額が 48 万円以下」というのがあります。

この合計所得金額の条件が「58 万円以下」に引き上げられました。
パート・バイトの給与年収だと 123 万円が上限となります。
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第3章 所得控除の所得要件の変更

勤労学生控除

勤労学生控除の要件の 1 つに「学生である所得者本人の合計所得金額が 75 万円以下」というの
があります。

この合計所得金額の条件が「85 万円以下」に引き上げられました。
パート・バイトの給与年収だと150 万円が上限となります。
※このほか、所得金額調整控除の所得要件も「58 万円以下」となりました。
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第3章 所得控除の所得要件の変更

適用時期

経理の現場において、こういった所得要件の変更が影響するのは
「年末調整」と「月々の源泉徴収」の 2つの場面です。
実施時期は「年収 160 万円の壁」と同時期になります。次の通りです。

●年末調整
年末調整は令和 7 年分から対応します。
つまり、今年の年末調整から上記の所得控除の所得要件に対応しなくてはなりません。

●月々の源泉徴収
毎月の給与や年 2 回の賞与といった場面では、所得税が源泉徴収されます。
この源泉徴収する所得税の計算で所得控除の所得要件に対応するのは令和 8 年 1 月 1 日以降支
給される給与等からです。
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第3章 所得控除の所得要件の変更
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第3章 所得控除の所得要件の変更



第4章 令和7年分以降でも変わらない点

令和 7 年度税制改正による変更が多い一方、変わらない点もあります。
ここであらためて確認しましょう。

配偶者特別控除の上限は変わらない

配偶者控除における配偶者の所得要件は変わりました。では、配偶者特別控除はどうなったのでしょ
うか。次のようになります。

つまり、配偶者の所得要件の下限は「48 万円→ 58 万円」になったけれども、
所得者本人の所得要件・配偶者の所得要件は令和 7 年分以前と何も変わらないこととなります。
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第4章 令和7年分以降でも変わらない点

所得控除額は変わらない

先ほど、配偶者控除などといった所得控除の所得要件が変わることをお話ししました。注意したいの
は「所得控除の額は変わらない」ということです。控除するための条件がややゆるくなる程度で控除
額そのものは変わりません。

また、所得要件が問われるのは配偶者や扶養している親族などであり、扶養している本人の所得要
件は変わらない点も注意が必要です（勤労学生控除を除く）。
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第4章 令和7年分以降でも変わらない点

所得控除額は変わらない
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第4章 令和7年分以降でも変わらない点

住民税の非課税給与は「これまでの非課税所得額＋65 万円」になる

「パートの年収の壁が 103 万円から160 万円になった！」といっても「160 万円まで給与所得が
非課税」になるのは所得税だけです。住民税は次のようになっています。

● 給与所得控除の最低保障額が「55 万円→ 65 万円」になった
● 基礎控除の引き上げはない
● 基礎控除の上乗せもない

つまり「年収の壁は 160 万円だ！」と思ってパートで 150 万円くらいまで稼いでしまうと、パート
で働いている本人は、翌年 6 月から住民税を納める羽目になってしまうのです。
「税金は 1 円たりとも納めたくない」というのであれば、パート年収を「各自治体の非課税世帯の上
限金額＋ 65 万円」に収めておくのが安心かもしれません。
※住民税の非課税世帯の所得要件は、条例に定められています。

役員・従業員が住んでいる自治体に問い合わせてもらうといいでしょう。



第5章 令和7年分以降、間違えやすいポイント

基礎控除の上乗せは年末調整でも所得制限あり

令和 7 年度から始まる
基礎控除の上乗せには
所得制限があります。

 基礎控除全体のイメージ
はこのようになります。

給与年収 850 万円以下
に注意しましょう。
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第5章 令和7年分以降、間違えやすいポイント

特定親族特別控除は扶養控除とちがう

特定親族特別控除は一見すると「扶養控除の拡大版」に見えます。実際、そう説明するところもある
ようです。しかし次のような違いがあります。
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第5章 令和7年分以降、間違えやすいポイント

特定親族特別控除は扶養控除とちがう

なお、どちらも親やおじ・おば、祖父母など扶養する側の所得制限はありません。
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第5章 令和7年分以降、間違えやすいポイント

特定親族特別控除を受けると、ひとり親控除と寡婦控除はなくなる

シングルペアレントや離婚したおばや母祖がおい・めいや孫
を引き取って育てているケースだと、
ひとり親控除や寡婦控除があります。

これらは「子などの扶養親族の所得が58 万円以下」
であることが要件です。

そのため、本人が特定親族特別控除を受けるような
ケースだと、
絶対にひとり親控除・寡婦控除は受けられません。

特定親族特別控除の要件の 1 つは
「扶養している親族等の所得が 58 万円超である」
ことだからです。



第6章 年末調整の実務のポイント

年末調整が行われるのは通常、12 月です。そして改正税法が施行されるのは令和 7 年 12 月 1 日
となっています。つまり今年の年末調整では改正後の所得税のルールが適用されるわけです。
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第6章 年末調整の実務のポイント

年末調整の必要書類

年末調整での必要書類は以下のようになります。
なお、QR コードは令和 7 年分の年末調整を前提としたものです。

必要書類 内容 提出する人 QRコード

本年分の扶養控除等
（異動）申告書

本年分の年末調整に
必 要

全員 （この提出がない
と年末 調整できない）

翌年分の扶養控除等
（異動）申告書

翌年以降の支払給与
で の源泉所得税計算
（甲 欄）に必要

基本的に全員 （翌年
最初の給与支払 日の
前日までに提出） 
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第6章 年末調整の実務のポイント

必要書類 内容 提出する人 QRコード

給与所得者の基礎控除 
申告書 兼 給与所得者 
の配偶者控除等申告書 
兼 給与所得者の特定親 
族特別控除申告書 兼 所
得金額調整控除申告書

以下の計算に必要
• 基礎控除
• 配偶者（特別）控除
• 特定親族特別控除
• 所得金額調整控除

全員
（基礎控除は基本的に年末調
整対象者全員にあると思わ
れるため）

保険料控除申告書 以下の計算に必要
• 生命保険料控除
• 地震保険料控除
• 小規模企業共済等 掛
金等控除
• 社会保険料控除

対象者のみ

給与所得者の住宅借
入金等特別控除申告
書兼 住宅借入金等特
別控除計算明細書

2年目以降の住宅ロー
ン 控除を受けるのに
必要

対象者のみ 1年目の確定申告の後、 
税務署から交付され
る
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第6章 年末調整の実務のポイント

令和 7 年以降の年末調整の実務で意識すべきポイント

令和 7 年以降、年末調整を行うにあたり、特に意識すべきポイントは次の通りです。

1．「本人の稼ぎが非課税」ラインと「家族を扶養にできる」ラインが異なる
これまで「給与年収 103 万円」が、税制上のメリットの上限ラインでした。
つまり、自分の給与年収が103 万円以下なら次のいずれもが「大丈夫」と判定できたのです。

● 自分は所得税がかからない（住民税は自治体によって異なる）
● 夫や妻が配偶者控除を受けられる
● 親が扶養控除を受けられる（自分が大学生なら63 万控除）
● 親がシングルペアレントならひとり親控除が受けられる
● 扶養しているのがシングルのおじやおばなら寡婦控除が受けられる（離婚によるシングルの場合）
● 住民税はだいたいの場合、かからない（区市町村の条例による）
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第6章 年末調整の実務のポイント

この基準は今後使えません。次の図のようになります。
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第6章 年末調整の実務のポイント

令和 7 年以降の年末調整の実務で意識すべきポイント

夫や妻が稼ぎすぎて配偶者控除がなくても配偶者特別控除で手当てされます。
また、大学生の子が稼ぎすぎて扶養控除が使えなくても特定親族特別控除でカバーできます。
しかし、次の点には注意しなくてはなりません。

● 特定親族特別控除を受けるとシングルのひとり親控除、寡婦控除は受けられない
● 高齢の親に仕送りしている場合、高齢の親が稼ぎすぎると扶養控除が受けられない
● 稼ぎすぎは間違いなく住民税がかかる

（「自治体の非課税世帯の上限＋65 万円」を超えると住民税がかかるため）



46

第6章 年末調整の実務のポイント

家族の稼ぎがバイト・パートとは限らない

配偶者や子などの扶養している親族等がバイト・パートで稼いでいるとは限りません。
最近は在宅で稼ぐ人も増えてきました。
このようなケースでの稼ぎは「給与所得」ではなく「事業所得」「雑所得」などとなります。こういった所
得の計算は次の通りです。

役員や従業員の家族が在宅で稼いでいる可能性もあります。

できれば事前にアナウンスを出し「バイト・パート以外なら利益の額を教えてください」と言っておくと
よいかもしれません。

1 年間の総収入金額 － 1 年間の必要経費の額＝ 1 年間の所得（利益）
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第6章 年末調整の実務のポイント

基礎控除の上乗せに注意

令和 7 年・8 年は基礎控除の上乗せの対象者は「給与年収 850 万円以下」全員です。
ただし、給与年収でざっくり 200 万円を超えると、上乗せ額が段階的に減っていきます。

1． 給与年収 850 万円以下を全員チェック
2． 給与年収 200 万 3999 円以下は一律 37 万円控除
3． 2 以外はその都度控除額をチェック

とすると、間違いを防ぎやすくなります。
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第6章 年末調整の実務のポイント

所得金額調整控除に注意

年末調整では、所得金額調整控除がつ
きものです。

これは給与年収 850 万円超の人で、
23 歳未満の扶養親族がいるか、
あるいは本人か生計を一にする家族が
特別障害者であるときに受けられる
「サラリーマン経費（給与所得控除）のお
まけ」です。

最大 15 万円が控除されます。
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第6章 年末調整の実務のポイント

所得金額調整控除に注意

ここで注目したいのが「扶養親族」「扶養している家族が特別障害者」です。
これらはいずれも「合計所得金額 58 万円」が要件となります。
つまり、年末調整での所得金額調整控除でも、妻や夫、子などの親族等の所得額を確認しなくてはなら
ないのです。

1. 状況判断のタイミング
原則：その年の12月31日
（年末調整では今年最後の給与支払日の時点）
特例：扶養している配偶者や扶養親族が年の途中で死亡

死亡した時点

2. 夫婦同時に扶養控除・障害者控除
NG

3. 夫婦同時に所得金額調整控除
OK
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第6章 年末調整の実務のポイント

役員・従業員へのアナウンスと対応

スムーズな年末調整のため、役員・従業員には以下のことを伝えておくとよいでしょう。

1．令和 7 年分の年末調整から控除を受けるための
家族の所得要件の多くは「年収 123 万円」となったこと

「えっ！？年収 160 万円の壁じゃないの？」と言われるかもしれません。
こう言われたらパターン別に次 のように答えるといいでしょう。
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第6章 年末調整の実務のポイント

役員・従業員へのアナウンスと対応

（1） 「私は 38 万円の配偶者控除や63 万円の扶養控除を受けられないのか」

「受けられます。ただし、配偶者控除ではなく配偶者特別控除が、扶養控除ではなく特定親族特別控除
になります。また、ご家族が思いっきり稼いでいないのであれば 38 万円や63 万円の控除は受けら
れると思いますが、所得額を見ないと何ともいえません」

（2）「遠方の親がバイトで 150 万円稼いだらどうなるの」

「残念ながら扶養控除は受けられませんね。心配なら、親御さんに『バイト代は年 123 万円に収めてく
れないかな』と伝えた方がいいでしょう。
あとは親御さんがもらっている年金とのバランスです。年金と合わせて所得額 58 万円以下なら扶養
控除は受けられます」
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第6章 年末調整の実務のポイント

役員・従業員へのアナウンスと対応

（3）「私、シングルマザーで大学生の子がいるのよ。
うちの子、バイトで 150 万円まで稼いでもいいのよね？
私は 63 万円控除受けられるんでしょ」

「確かに63 万円控除は受けられます。特定親族特別控除ができたからです。

でもひとり親控除は受けられなくなる可能性があります。

ひとり親控除はお子さんのバイト代が給与年収で 123 万円以下でないと無理なんです」
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第6章 年末調整の実務のポイント

役員・従業員へのアナウンスと対応

2．申告書の書き方が難しかったら、家族の情報をとりあえず書く

今の年末調整の申告書は非常に複雑です。「これは当てはまるのかどうなのか」と役員・従業員で判断
するのはとても大変だと思います。なので、大変そうに感じたら、次の情報をひとまず出してもらうよ
うにしましょう。

● 家族の情報
（仕送りをしているのならその旨と家族の住所も書いてもらう）

● 家族の年収・所得
（バイト・パートかそれ以外か。それ以外ならどう稼いでいるのかもメモしてもらう）

● 共働きの妻がいるか。 稼いでいる両親と同居していないか
（扶養控除など、人にかかわる所得控除は生活を共にしている家族のうち
誰か 1 人しか控除を受けられません）
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第6章 年末調整の実務のポイント

役員・従業員へのアナウンスと対応

3．「パート年収 160 万円まで」「学生バイト150 万円まで」は周知徹底を

税制改正後、しばらくは「年収 103 万円の壁」を守って本人あるいは家族が働き、 年末調整を受ける
ケースが多いかと思います。しかし中には、103 万円を超えて 働く人もいるはずです。

こういった人の年末調整の申告もれを防ぐためには、「160 万円」「150 万円」と言った新しい給与年
収の壁を周知徹底するほかありません。

役員・従業員に申告書を出してもらうときは、この新しい壁を繰り返し伝え、
申告もれ・控除もれがないようにしましょう。



第7章 令和9年分以降の変更点と注意点

令和 7 年度税制改正は、令和 9 年以降の年末調整にも影響します。

というのも、基礎控除の上乗せのルールが令和 7 年・ 8 年と令和 9 年以降とで変わるからです。

令和 7 年・8 年では合計所得金額 132 万円超 655 万円以下
（給与年収 200 万 3999 円超 850 万円以下）の人も
基礎控除の上乗せがありました。しかし令和 9 年以降、これがなくなります。

上乗せの対象となるのは合計所得金額 132 万円以下（給与年収 200 万 3999 円以下）の人
だけです。

本来の基礎控除・基礎控除の上乗せ分を合わせ、令和 7 年・8 年分と令和 9 年分以降をまとめると、
次のようになります。
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第7章 令和9年分以降の変更点と注意点
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第7章 令和9年分以降の変更点と注意点
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